
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

学校給食支援事業

①学校給食について、食材料の価格の上昇に伴う保護者
の経済的負担を抑制するため、市内小中学校の学校給食
の賄材料費の値上がり相当分を支援します。
②学校給食等保護者負担軽減支援金の給付に係る経費
28,538千円
③支援金：28,538千円（小学校児童20,854千円、中学校生
徒7,684千円）
④市内小中学校に通う児童生徒を持つ家庭等（教職員分
を除く）

R7.4 R8.3

2
③消費下支え等を通
じた生活者支援

コンビニ交付サービス証明書発行手
数料支援事業

①マイナンバーカードを利用したコンビニ交付サービスにお
ける各種証明書発行手数料を支援することにより、物価高
騰等の影響を受けている市民の負担軽減を図ります。
②各種証明書発行手数料の支援に係る経費　3,747千円
③支援金：3,066千円、印刷製本費：100千円、手数料：386
千円、コンビニ交付設定変更委託料：195千円
④市民等

R7.6 R8.3

3
③消費下支え等を通
じた生活者支援

防犯対策設備設置補助金事業

①市内で強盗事件が発生するなど、体感治安の低下ととも
に市民の安全に対する意識が高まっている状況を踏まえ、
物価高騰等の影響を受けている市民の防犯性能の高い建
物部品、防犯カメラ等の設置など防犯対策強化のための取
組を補助します。
②市民の防犯対策強化のための取組に対する補助に係る
経費　22,243千円
③補助金：21,300千円、報酬（一般事務費）：743千円、旅費
（費用弁償）：26千円、消耗品費：41千円、印刷製本費：74
千円、振込手数料：59千円
④市内に住民登録がある個人（市内にある住宅に防犯設
備を購入・設置した世帯）

R7.5 R8.3

4

⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

水道料金支援事業

①物価高騰による影響を受ける給水契約者の経済的負担
を軽減するため、水道料金のうち基本料金の２か月分を支
援します。
②水道料金支援に係る経費　69,316千円
③支援金：68,407千円（税抜）、システム改修委託料：909千
円（税抜）
④四街道市給水区域内の給水契約者（官公庁を除く）

R7.7 R8.3

5
④省エネ家電等への
買い換え促進による
生活者支援

省エネ家電製品等購入補助金事業

①原料価格高騰による一般家庭のエネルギー費用負担を
軽減するため、省エネ性能に優れた家電製品等の購入を
支援します。
②補助金の交付に係る経費　29,778千円
③補助金：29,000千円（40,000円×725件＝29,000,000円）、
郵送料：113千円（110円×1,020件＝112,200円）、振込手数
料：113千円（110円×1,020件＝112,200円）、封筒・葉書等
印刷代：5千円（4.40円×1,020枚×1.1＝4,937円）、報酬(一
般事務員)：472千円（1,178円×5時間×40日×2人＝
471,200円）、旅費（費用弁償）：16千円（200円×40日×2人
＝16,000円）事業用消耗品費：59千円
④市内に住民登録がある個人

R7.6 R8.3

6
⑧地域公共交通・物
流や地域観光業等
に対する支援

地域公共交通事業者運転手確保補
助金事業

①物価高騰等による経費増や深刻化する運転手不足によ
り更なる負担が強いられている公共交通事業者に対し、運
転手確保に向けた取組を補助することで、市民等の移動手
段の維持確保を図ります。
②補助金の支給に係る経費　7,001千円
③補助金：7,000千円（1事業者当たり上限1,000千円×7事
業者）、振込手数料：1千円（110円×7事業者）
④市内の交通事業者

R7.4 R8.3
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